
　

高
齢
受
給
者
証
・
各
認
定
証
の
有
効
期
限
は
、７
月
31
日

と
な
っ
て
い
ま
す
。高
齢
受
給
者
証
は
自
動
更
新
、各
認
定

証
は
更
新
手
続
き
が
必
要
で
す
。

　

今
回
は
、更
新
の
時
期
を
迎
え
た
高
齢
受
給
者
証
と
各

認
定
証
、お
よ
び
国
保
税
納
税
通
知
書
の
発
送
や
、国
保
税

の
軽
減
制
度
な
ど
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

高齢受給者証・各認定証の有効期限は７月３１日 国
保
だ
よ
り

国
保
だ
よ
り

国
保
だ
よ
り
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70
〜
74
歳
の
人
が
い
る
世
帯
へ

更
新
受
付
は
７
月
か
ら

納
税
通
知
書
は
７
月
中
旬
に
発
送

軽
減
制
度
に
つ
い
て

所
得
申
告
に
つ
い
て

更
新
が
必
要
な
認
定
証
の
対
象
・
種
類

月
下
旬
に
新
し
い
高
齢
受
給
者
証（
ピ
ン

ク
色
で
ハ
ガ
キ
大
）を
郵
送
し
ま
す
。新
し

い
受
給
者
証
は
、８
月
１
日
か
ら
お
使
い
く
だ

さ
い
。現
在
、お
持
ち
の
受
給
者
証
の
有
効
期

限
は
７
月
31
日
で
す
。あ
ら
た
め
て
更
新
の
手

続
き
の
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

※

ご
注
意
！ 

国
民
健
康
保
険
証
の
有
効
期
限

と
は
異
な
り
ま
す

※

ご
面
倒
で
す
が
、有
効
期
限
の
切
れ
た
受
給

者
証
は
、本
庁
市
民
保
険
課
・
各
支
所
ま
で
お

返
し
く
だ
さ
い

齢
受
給
者
証
は
、毎
年
８
月
１
日
を
基

準
日
と
し
て
前
年
の
課
税
所
得
に
よ
り
、

自
己
負
担
割
合
を
判
定
し
て
い
ま
す
。こ
の
判

定
に
よ
り
、医
療
費
の
負
担
を「
３
割
」も
し
く

は「
２
割（
25
年
３
月
31
日
ま
で
は
１
割
）」と

し
て
い
ま
す
の
で
、ご
確
認
く
だ
さ
い
。

○
３
割…

現
役
並
み
所
得
者
に
あ
た
る
人

○
２
割（
25
年
３
月
31
日
ま
で
は
１
割
）…

そ

れ
以
外
の
人

※

自
己
負
担
割
合
を「
１
割
」に
据
え
置
く
特

例
措
置
が
、24
年
度
も
引
き
続
き
実
施
さ
れ
て

い
ま
す

７

８

高 自
己
負
担
割
合
を
見
直
し
ま
す

月
か
ら
も
継
続
す
る
必
要
が
あ
る
人

は
、限
度
額
適
用
認
定
証
な
ど
の
更
新

手
続
き
が
必
要
で
す
。更
新
手
続
き
の
受
け
付

け
は
７
月
か
ら
で
す
。

◆
持
参
す
る
も
の…

印
鑑

◆
申
請
場
所…
本
庁
市
民
保
険
課
ま
た
は

各
支
所

※

現
在
お
持
ち
の
認
定
証
は
、７
月
31
日
ま
で

の
有
効
期
限
と
な
っ
て
い
ま
す

◆
対
象…

70
歳
未
満
の
課
税
世
帯

■
種
類…

国
保
限
度
額
適
用
認
定
証（
青
色
）

◆
対
象…

75
歳
未
満
の
非
課
税
世
帯

■
種
類…

国
保
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額

減
額
認
定
証（
若
草
色
）
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保
険
料
は
一
律
に
負
担
し
て
い
た
だ

く「
被
保
険
者
均
等
割
額
」と
所
得
に
応

じ
て
負
担
し
て
い
た
だ
く
「
所
得
割
額
」

を
合
計
し
て
被
保
険
者
個
人
ご
と
に
算

出
し
ま
す
。
な
お
、１
人
当
た
り
の
年
間

保
険
料
の
上
限
は
５５
万
円
で
す
。

　
　

所
得
の
少
な
い
方
の
保
険
料
に
つ
い
て

は
、次
の
よ
う
な
軽
減
措
置
が
あ
り
ま
す
。

※賦課基準額とは、総所得金額（公的年金等控除などを差し引いた額）、　
　山林所得金額、土地建物の譲渡所得等から基礎控除額（33万円）を
　引いた所得金額

保険料
一人あたりの
年間保険料

均等割
加入者全員が
等しく負担

所得割
所得に応じて
負担

＝ ＋
所得割

賦課基準額×10.35％
51,793円
年額 ※

所得割額計算式

各
認
定
証

に
関
す
る
お
知
ら
せ

に
関
す
る
お
知
ら
せ

に
関
す
る
お
知
ら
せ

　
　

納
期
限
延
長
や
減
免
な
ど
の
措
置
が
あ
り
ま
す
。詳
し
い
内
容
に
つ
い
て

は
、税
務
課
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

■
問
い
合
わ
せ　　

税
務
課

　　　　　 　　　　　　　　

５７
‐
８
５
０
４

税
通
知
書
は
７
月
中
旬
に
発
送
し
ま
す
。発
送
後
は

窓
口
と
電
話
が
大
変
混
み
合
い
、ご
迷
惑
を
お
か
け

し
ま
す
が
、ご
了
承
く
だ
さ
い
。国
保
税
第
１
期
の
納
期
限
は

７
月
７
月
３１３１
日（
火
）

日（
火
）で
す
。納
期
限
内
の
納
付
を
お
願
い
し
ま
す
。

成
２２
年
４
月
か
ら
企
業
の
倒
産
や
解
雇
、雇
い
止

め
な
ど
の
理
由
で
失
業
さ
れ
た
方（
非
自
発
的
失

業
者
）は
申
請
に
よ
り
国
保
税
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

◆
対
象
者…

離
職
日
に

離
職
日
に
６５６５
歳
未
満

歳
未
満
で
あ
っ
て
、

①
雇
用
保
険
の
特
定
受
給
資
格
者（
例…

倒
産
・
解
雇
な
ど
に
よ
る
離
職
）

②
雇
用
保
険
の
特
定
理
由
離
職
者（
例…

雇
い
止
め
な
ど
に
よ
る
離
職
）

　

と
し
て
失
業
等
給
付
を
受
け
る
方
で
す
。

◆
軽
減
額…

前
年
の
給
与
所
得
を

前
年
の
給
与
所
得
を
１００１００
分
の
分
の
３０３０
と
み
な
し
算
出
し
ま
す
。

◆
軽
減
期
間…

離
職
の
翌
日
か
ら
翌
年
度
末
ま
で

離
職
の
翌
日
か
ら
翌
年
度
末
ま
で（
最
長
２
年
）

※

雇
用
保
険
の
失
業
給
付
な
ど
を
受
け
る
期
間
と
は
異
な
り
ま
す

※

国
保
に
加
入
中
は
、途
中
で
就
職
し
て
も
引
き
続
き
対
象
と
な
り
ま
す
が
、会
社
の
健
康
保
険

に
加
入
す
る
な
ど
国
保
を
脱
退
す
る
と
終
了
し
ま
す

◆
申
請
方
法…

雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証（
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
て
交
付
）と
印

鑑
を
持
参
の
上
、税
務
課
へ
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

保
税
は
前
年
中
（
平
成
２３
年
１
月
〜
12
月
）の
所
得
な
ど
を
基
に
算
定

さ
れ
ま
す
。申
告
を
し
て
い
な
い
と
、
所
得
が
な
い
世
帯
や
少
な
い
世

帯
が
受
け
ら
れ
る
軽
減
措
置（
７
・
５
・
２
割
軽
減
）が
受
け
ら
れ
ま
せ
ん
。

　　

ま
た
、病
院
な
ど
で
支
払
う
自
己
負
担
の
月
額
限
度
額
が
、上
位
所
得
者
で

の
扱
い
と
な
っ
て
し
ま
い
ま
す
。
２３
年
中
の
所
得
申
告
が
お
済
み
で
な
い
方

は
、至
急
税
務
課
へ
申
告
を
お
願
い
し
ま
す
。

納平国

税

保

国

　
　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
で
は
保
険
料

率
は
２
年
ご
と
に
見
直
し
さ
れ
ま
す
。２４

年
度
は
見
直
し
の
時
期
に
あ
た
り
ま
す

の
で
、
２４
・
２５
年
度
の
保
険
料
（
率
）は
次

の
と
お
り
改
定
さ
れ
ま
し
た
。

■
被
保
険
者
均
等
割
額
…
５
１
，７
９
３
円

■
所
得
割
率
…
１０
・
３５
％

　
　

利
用
者
負
担
を
除
い
た
後
期
高
齢
者

の
医
療
費
の
支
払
い
な
ど
に
必
要
な
費

用（
保
険
給
付
費
）は
、約
５
割
を
国
・
県
・

市
町
村
の
公
費
が
、約
４
割
を
他
の
医
療

保
険
か
ら
の
支
援
金
が
負
担
し
て
お
り
、

皆
さ
ま
に
負
担
し
て
い
た
だ
く
保
険
料

は
、全
体
の
約
１
割
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
　

公
費
や
支
援
金
で
保
険
料
（
率
）の
上

昇
を
抑
え
る
対
策
を
講
じ
て
い
ま
す
が
、

今
後
も
医
療
費
が
増
加
す
る
こ
と
が
見

込
ま
れ
る
た
め
、保
険
料（
率
）の
引
き
上

げ
に
ご
理
解
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。
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（億円）

985
億円

1,132
億円

1,190
億円

1,238
億円

1,312
億円

1,380
億円

高知県における保険給付費総額
（24・25年度は見込み）

　
　

世
帯
主
お
よ
び
被
保
険
者
の
総
所
得

金
額
等
（
※
）の
合
計
額
の
状
況
に
よ
り

軽
減
の
判
定
を
し
ま
す
。

8.5割

9割

5割

2割

7,768円

5,179円

25,896円

41,434円

33万円以下

33万円＋（24.5万円×世帯主
以外の被保険者数）以下

33万円以下で、被保険者全員が
年金収入80万円以下（その他各
種所得なし）の場合

33万円＋（35万円×世帯の
被保険者数）以下

軽減
割合

軽減後の
均等割額

同一世帯内の被保険者と
世帯主の総所得金額等の合計額

※公的年金収入の場合、年金収入額から公的年金等控除額に
　15万円を加算した額を差し引いた後の額で軽減の判定をします

保険料の賦課の基
となる所得金額（総
所得金額等から33
万円を引いた額）が
58万円以下
※年金収入のみの場合
は、収入額が211万円以下

軽減
割合 被保険者の所得

5割
所得割額の
1/2相当

被
保
険
者
均
等
割
額
の
軽
減

　
　

被
保
険
者
本
人
の
総
所
得
金
額
等
の

状
況
に
よ
り
軽
減
の
判
定
を
し
ま
す
。

所
得
割
額
の
軽
減

　
　

後
期
高
齢
者
医
療
に
加
入
す
る
前
日

に
被
用
者
保
険
（
協
会
け
ん
ぽ
・
共
済
組

合
・
船
員
保
険
な
ど
）の
被
扶
養
者
（
扶

養
家
族
）で
あ
っ
た
方
は
、
被
保
険
者
均

等
割
額
が
９
割
軽
減
さ
れ
、所
得
割
額
は

か
か
り
ま
せ
ん
。

同
一
世
帯
の
中
で
、
被
保
険
者
・
世
帯
主
・

世
帯
員
の
前
年
中
の
所
得
が
決
定
で
き
て

い
な
い
方
が
い
る
場
合
、保
険
料
軽
減
判
定
や
負
担

限
度
額
の
判
定
が
で
き
ま
せ
ん
の
で
、所
得
の
申
告

を
お
願
い
し
ま
す
。

　
　

現
在
お
使
い
の
後
期
高
齢
者
医
療
被

保
険
者
証
の
有
効
期
限
は
、７
月
３１
日
ま

で
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
　

新
し
い
保
険
証
（
紫
色
）

は
７
月
２３
日
頃
、
緑
色
の
封

筒
で
お
届
け
し
ま
す
。

　
　

ま
た
、
後
期
高
齢
者
医
療

限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減

額
認
定
証
の
有
効
期
限
も
７
月

３１
日
ま
で
と
な
っ
て
い
ま
す
。現

在
認
定
証
を
お
持
ち
の
方
で
、８

月
か
ら
も
該
当
の
方
に
は
、
新
し

い
認
定
証
を
送
付
し
ま
す
。

　
　

保
険
料
を
年
金
か
ら
お
支
払
い
い
た

だ
い
て
い
る
方
で
、
口
座
振
替
で
の
お
支

払
い
を
ご
希
望
さ
れ
る
方
は
、市
民
保
険

課
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

㊟
被
用
者
保
険
の
被
扶
養
者

で
あ
っ
た
方
の
軽
減

封
療

額
減

７
月

す
。現

で
、８

、
新
し 平成２５

年７月３
１日

00000
000

香南　
太郎

男

昭和７
年10月

１日

平成2
0年４月

１日

平成2
3年８月

１日

平成2
3年８月

１日

１割

香南市
野市町

西野２７
０６

３９３
９２１

１３

高知県
後期高

齢者医
療広域

連合

紫色紫色紫色

に加入している皆さまへに後期高齢者医療制度

― 
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
の
被
災
者
の
方
へ 

―

高
齢
受
給
者
証証

（

（
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